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Ⅱ：生産性革命プロジェクトの具体例

Ⅰ：対談「生産性革命」の取り組み
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「社会のベース」の生産性を

高めるプロジェクト

「未来型」投資・新技術

で生産性を高める

プロジェクト

「産業別」の生産性を

高めるプロジェクト

いま、なぜ、「生産性革命」なのか

我が国は、現在、人口減少社会を迎えていますが、働き手の
減少を上回る生産性の向上等によって潜在的な成長力を高める
とともに、新たな需要を掘り起こしていくことが求められてい
ます。

社会全体の生産性を高め、人々の成長期待を高めることがで
きれば、企業の設備投資や賃上げ、さらには個人消費の拡大が
促され、一時的な需要の喚起にとどまらない持続的な経済成長
につながっていくことが期待されます。

こうした観点から、国土交通省では、本年（平成28年）を
「生産性革命元年」と位置付け、社会全体の生産性向上につな
がるストック効果の高い社会資本の整備・活用や、関連産業の
生産性向上、新市場の開拓を支える取組を加速化することとし
ました。

これまでに先進事例として、13の「生産性革命プロジェク
ト」を選定したところです。このリーフレットでは、それらを、
①「社会のベース」の生産性を高めるプロジェクト、②「産業
別」の生産性を高めるプロジェクト、③「未来型」投資・新技
術で生産性を高めるプロジェクトという３つの切り口から紹介
します。

国土交通省では、今後、これらのプロジェクトの基礎にある
「生産性革命」の考え方を施策全般に組み込んでいく方針です。
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国土交通省生産性革命プロジェクト ～生産性革命元年～

Ⅰ：対談 「生産性革命」の取り組み

国土交通大臣 石井啓一
×

経団連会長 榊原定征

平成２８年５月２９日 産経新聞 掲載記事

少子高齢化が進む中で、生産性の向上が
わが国の大きな課題となっている。人口
減少に伴って労働力が不足しても、生産
性を高めることができれば、今後も日本
経済の成長が期待できるからだ。こうし
た中で国土交通省が「生産性革命本部」

を設置し、公共事業へのロボット導入や
都市の渋滞解消などの取り組みを始めた。
石井啓一国交相と榊原定征経団連会長が
生産性向上の重要性について語り合った。
（司会は井伊重之・産経新聞論説委員）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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【井伊委員】石井大臣は、本年を「生産性革命

元年」とされ、生産性の革命的な向上に取り組

まれています。まず、取組のねらいや必要性に

ついて伺いたいと思います。

【石井大臣】我が国は2010年の１億2806万人

をピークに人口減少が始まり、しかも極めて速

いスピードで高齢化も進んでいます。

今後は、これまで経済を支えてきた勤勉で豊

富な労働力が減少していきますが、それを補う

だけの生産性の向上があれば、経済成長を続け

ていくことは十分可能です。

かつての高度経済成長も、生産性の向上が果

たした役割が大きかったわけですが、近年、そ

の生産性が低下してきています。人口減少社会

における成長の鍵は、生産性向上だと思います。

生産性向上といえば、まず何といっても、急

速に発達しつつあるＩＣＴ、ＩｏＴ、ロボット

技術の活用など「未来型」の投資や新技術を活

用するものが欠かせません。

しかし、それだけでなく、かつて東名・名神高

速道路や東海道新幹線の全通が高度成長をもた

らしたように、都市の渋滞解消による時間短縮、

事故や災害リスクの低減など、いわば「社会の

ベース」の生産性向上に取り組むことで、新た

な需要を取り込んで消費を喚起するなど、より

広範囲で大きな効果が期待できます。

加えて、サービス産業など「産業別」の生産

性向上も急務です。

国土交通省は、国民経済や国民生活の基盤で

ある社会資本や観光、物流など幅広い分野を

担っています。省を挙げて「社会のベース」、

「産業別」、そして「未来型」の３つの切り口

から生産性向上に取り組むことで、未来を切り

拓き、希望を生み出す我が国経済の持続的で力

強い成長に貢献し、国民の暮らしをより豊かで

便利にしたいと思います。

そこで、私は、本年を「生産性革命元年」と

位置づけ、省内に「国土交通省生産性革命本

部」を設置し、総力を挙げて生産性向上に取り

組むこととしました。

国土交通省生産性革命プロジェクト ～生産性革命元年～

- 04 -

さかきばら・さだゆき 日本経済団体連合会会長。内閣府
経済財政諮問会議議員。
昭和18年３月22日生まれ。40年３月、名古屋大学工学部卒

業。42年名古屋大学大学院工学研究科修士課程修了。同年
４月、東洋レーヨン（現東レ）入社。平成14年６月、代表取締役
社長、22年６月に代表取締役会長、26年６月に取締役会長、
27年６月に相談役最高顧問。19年５月に日本経済団体連合会
副会長、26年４月に日本経済団体連合会会長に就任

「生産性革命」への
取り組み



【井伊委員】続いて、榊原会長から、経済界を

代表して生産性革命の必要性についてお聞かせ

頂けますでしょうか。

【榊原会長】経済界として、デフレ脱却、経済

再生、そして2020年に向けて600兆円経済を

実現していくことは、わが国経済の最重要課題

であると考えています。

これらの課題解決の鍵を握るのは、わが国産

業全体の生産性の向上です。石井大臣の「生産

性向上こそが、これからの成長のキーワード」

という考えは経済界と軌を一にするものであり、

全面的に賛同しています。

生産性の向上は、企業の競争力に直結するも

のです。各社は第４次産業革命( “Society5.0”)

も視野に入れながら、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット

をフルに活用して、設備・システムの更新や働

き方の改革等、様々な取組みを進めています。

しかし、企業単独での生産性向上には限界があ

るのも事実です。事業環境の整備の一環として、

インフラそのものを見直し、

生産性向上を図るという国土交通省の取組みは、

サプライチェーン全般の生産性向上に寄与する

ものと大いに期待しています。

大臣の強力なリーダーシップの下で、「生産

性革命本部」の立ち上げを通じて、幅広い分野

を所掌する国土交通省内で各局が連携しながら

生産性向上に取り組む体制を整えられたこと、

そして「社会のベース」、「産業別」、「未来

型」の３つの切り口から、具体的なプロジェク

トの展開を打ち出されたことは、大変画期的で

あり心強く感じます。

【井伊委員】次に、石井大臣と榊原会長がこれ

までどのような取組をされてきたのか伺います。

石井大臣からお願いします。

【石井大臣】本年３月に私を本部長とする「国

土交通省生産性革命本部」を設置し、既に熟度

が高いと思われる13プロジェクトを選定しまし

た。ここでは、代表例として４つのプロジェク

トを紹介します。
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経団連会長 写真

×
石井啓一

榊原定征

国土交通大臣

経団連会長

いしい・けいいち 国土交通大臣、水循循環政策担当（第３
次安倍改造内閣）。衆議院議員（公明党所属）。
昭和33年３月20日生まれ、東京都出身。56年３月、東京大

学工学部卒業。同年４月、建設省に入省し、平成４年12月に
建設省（道路局課長補佐）退職。５年７月、公明党から衆議院
選挙に出馬し、初当選、現在８期目（比例区北関東ブロック）。
15年１月、衆議院予算委員会理事、９月に財務副大臣、22年
10月、公明党政務調査会長など歴任。



１つ目は、「本格的なi-Constructionへの転

換」です。

i-Constructionは、調査・測量から設計、施

工、検査、維持管理・更新までのあらゆる建設

生産プロセスでＩＣＴを活用し、大幅に生産性

を向上させる取組です。既に必要な15の基準を

整備し、今年度より、国が行う大規模な土工に

ついて、原則としてＩＣＴを全面的に適用する

こととしています。これにより、１人当たりの

生産性の約５割向上を目指します。

２つ目は、「ピンポイント渋滞対策」です。

我が国において道路の移動時間の４割が渋滞

により無駄になっています。これに対し、高速

道路やアクセス道路等について、どこで速度が

低下しているか等のビッグデータを活用して構

造的な渋滞要因を特定し、その原因に応じてピ

ンポイントで効率的な対策を実施し、早期に効

果を発現させるものです。既に東名高速の海老

名ＪＣＴで実施した結果、渋滞が見違えるよう

に解消されました。

３つ目は、「i-Shippingによる造船の輸出拡

大と地方創生」です。

i-Shippingは、船舶の開発・建造から運航に

至る全てのプロセスでＩＣＴを取り入れ、造船

業の生産性を50％向上させ、省エネ・故障ゼロ

の運航を目指す取組です。これにより、日本造

船の世界シェアを20％から30％に上昇させ、

さらに、地元雇用を一万人拡大し、地方創生に

も貢献します。

４つ目は、「オールジャパンで取り組む『物

流生産性革命』の推進」です。

トラックの積載率が41％に低下している等の

物流が抱える非効率を解消して、ドライバー不

足の克服、経済成長への貢献を果たすため、取

引環境・長時間労働改善に向けた荷主・事業者

等の協議会の設置、トラックの自動隊列走行の

早期実現により産業の成長を加速化し、さらに

は、宅配便の約２割にのぼる再配達の削減、手

ぶら観光・手ぶら出張の環境整備、共同集配・

貨客混載など過疎地の物流効率化により暮らし

の利便性向上を進めます。
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人口減少・高齢化を補う力

さらなる経済成長のため



【井伊委員】続いて、榊原会長に伺います。

【榊原会長】経団連は活動方針として、2015

年１月に公表した「経団連ビジョン」で掲げる

国家像の実現に取り組んでいます。具体的な柱

は、「豊かで活力ある国民生活を実現する」

「人口１億人を維持し、魅力ある都市・地域を

形成する」「成長国家としての強い基盤を確立

する」「地球規模の課題を解決し、世界の繫栄

に貢献する」という４つですが、いずれも生産

性の向上なしには語れないものばかりです。

特に、私は経団連会長に就任して以来、イノ

ベーションの重要性を訴えてきました。これは

従来の技術革新に加えて、政治、経済、社会等、

国民生活全般にわたって、旧来の常識にとらわ

れず、新しい変革を起こしていくというもので

す。従来の発想にとどまらない、新たな取組み

を通じて、生産性の向上を推進していくことが、

これからの日本にとって重要であり、委員会活

動等を通じて力を入れているところです。

例えば、物流は国民生活や企業活動、ひいては

持続的な経済成長を下支えする大事な分野です

が、近年はドライバー等の担い手不足が深刻化

しています。そこで、経団連では、物流セン

ター内でのロボットやウェアラブル端末の活用

をはじめ、荷主や物流事業者による物流の効率

化に向けた様々な先進的な取組みを広く集めて

その周知を図るとともに、収益性のある物流や

第４次産業革命に対応した物流への変革を訴え

ています。

また、広くサービス分野や中小企業の生産性

向上も、日本経済にとって重要な課題であり、

政府の取組みに対し経団連としても協力してい

るところです。

【井伊委員】最後に、今後の取組についてお聞

かせください。石井大臣からお願いします。

【石井大臣】今後も生産性革命本部の下、生産

性革命プロジェクトを発掘し、これを磨き上げ、

社会全体の生産性向上につなげていきたいと考

えています。
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常識にとらわれない変革
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また、私は、生産性革命は運動論として幅広

く社会に浸透を図っていく必要があると考えて

います。そのため、我が国経済を牽引される日

本経済団体連合会とは、これからも継続的に意

見交換を行ってまいりたいと思っています。こ

うした意見交換を行うことで、より経済界の

ニーズに応える、効果的なプロジェクトにして

いけると思います。

榊原会長には、生産性革命に向けた国土交通

省の取組に、引き続きご理解・ご協力をよろし

くお願い申し上げます。

【井伊委員】榊原会長はいかがでしょうか。

【榊原会長】今回の国土交通省による生産性革

命への取組みは、個々の企業の取組みを産業全

体・地域包括的に強く後押しするものですので、

わが国経済全体の生産性を押し上げると期待し

ています。実際、ミッシングリンクが解消した

ことによる効率化の一例として、2015年３月

に首都高速の中央環状線が全線開通したことに

より、都心に集中する交通が分散され、渋滞が

半減しました。幅広い分野で生産性向上に大き

く貢献したものと高く評価しています。

このように、各プロジェクトも実現してはじ

めて成果を生むものですので、経団連としても、

石井大臣はじめ国土交通省の方々と定期的に意

見交換の機会を持つことによって連携を密にし

ながら、今後の国土交通省の取組みに全面的に

協力してまいりたいと思います。

あわせて、ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット、ライフ

サイエンスが産業・社会構造を劇的に変化させ

る「大変革時代」が到来する近未来も間近に

迫っています。課題先進国であるわが国におい

て、国を挙げた経済社会全体の革新を推進する

ために、新しい経済社会実現の課題や政府・経

済界が取り組むべきことを今後とも提言し、ま

た行動してまいりたいと思います。

【井伊委員】本日はお忙しい中、どうもありが

とうございました。

写真提供：経団連



Ⅱ：生産性革命プロジェクトの具体例
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生産性向上につながる先進的な取り組みとして、第１回・第２回の国土交通省生産性革命
本部において、まずは１３のプロジェクトを選定しました。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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○人流・物流はあらゆる生産活動の根幹。
○効率的な渋滞対策により、有効労働時間を増加。トラックやバスの担い手不足

にも対応。

社会のベース

未来型

産業別

【日本を取り巻く状況】
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○首都圏三環状の概成により、交通が分散し、渋滞が大幅に改善するなど、環状道路
の効果が顕在化。

○首都圏の高速道路について、平成28年４月より、圏央道や外環をより賢く使う利用
重視の新しい料金体系を導入。

○今後、渋滞状況等を踏まえて、料金を段階的に見直し、渋滞緩和による生産性向上
を促進。

社会のベース

未来型

産業別
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○既存ストックと民間活力を最大限に活用し、クルーズ船の寄港増に対応。
○これら施策により、「訪日クルーズ旅客を2020年に500万人」の目標実現に積極的

に取り組む。

社会のベース

未来型

産業別
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○経済活動の装置である都市のコンパクト化、密度アップ、公共交通の利便性向上
により、訪問介護の移動時間激減や中心市街地での消費額増加を実現するなど、
サービス産業の生産性を大幅に向上させる。

○その際、高齢者、子育て世帯等の行動をビッグデータで解析、ユーザー目線も備
えたプランニング手法に一新し、施設の最適立地を実現する。

社会のベース

未来型

産業別



国土交通省生産性革命プロジェクト ～生産性革命元年～

- 14 -

○我が国経済の生産性向上には、土地・不動産について流動化等を通じた有効活用
を図り、国民サービスの向上や需給のミスマッチの解消、新たな需要の創出等を
進めることが不可欠。

社会のベース

未来型

産業別



国土交通省生産性革命プロジェクト ～生産性革命元年～

- 15 -

○建設産業は今後10年間で高齢等のため、技能労働者約340万人のうち、約1/3の
離職が予想され、労働力不足の懸念が大きい。

○改善の余地が大きい土工について、測量・施工・検査等の全ﾌﾟﾛｾｽでICTを活用し、
大幅に生産性を向上。

○公共測量ﾏﾆｭｱﾙや監督・検査基準などの15の新基準、ICT建機のﾘｰｽ料を含む新積
算基準を策定し、平成28年度より国が行う大規模な土工については、原則として
ICTを全面的に適用。

○1人あたりの生産性の約5割向上を目指すとともに、「賃金水準の向上」、「安定
した休暇の取得」、「安全な現場」、「女性や高齢者等の活躍」など、建設現場
の働き方革命を実現。

社会のベース

未来型

産業別
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○市場で評価される既存住宅にする、既存住宅でも安心という評価に変える。
○消費者に既存住宅の魅力を効果的に訴求する取り組みを行う。
○住生活産業を成長させ、商品力に磨きをかける。

社会のベース

未来型

産業別

○既存住宅取引数と住宅リフォーム市場規模が伸び悩み、既存住宅活用型市場への転換が求められている
○・既存住宅のイメージ ：住宅の質そのものがよくない、見た目もよくない
・既存住宅の広告手法：消費者に効果的に訴求するPR方法になっていない

＜背景・課題＞

内外装リフォーム内外装リフォーム

瑕疵担保保険瑕疵担保保険

これからの既存住宅今までの既存住宅

既存住宅紹介webサイト（イメージ）

既存住宅流通の
市場規模

4兆円（平成25年）

8兆円（平成37年）

リフォームの
市場規模

7兆円（平成25年）

12兆円（平成37年）

＜数値目標＞

○子育て世帯・高齢者世帯など幅広い世帯の
ニーズに応える住生活関連の新たなビジネス
市場（IoT住宅等）の創出・拡大を促進 遠隔健康相談見守り

+4兆円

+5兆円
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○船舶の開発・建造から運航に至る全てのフェーズで、ICTを取り入れ、造船業の
生産性を50％向上させ、運航では省エネ・故障ゼロを目指す「i-Shipping」を推進。

○日本造船の世界シェアを20％から30％に上昇させ、GDPの拡大、地域経済と雇用に
貢献する。

社会のベース

未来型

産業別

3次元設計 自動化ロボット
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○近年の我が国の物流は、トラック積載率が４１％に低下するなど様々な非効率が
発生。生産性を向上させ、将来の労働力不足を克服し、経済成長に貢献していく
ことが必要。

○そのため、①荷主協調のトラック業務改革、自動隊列走行の早期実現など「成長
加速物流」、②受け取りやすい宅配便など「暮らし向上物流」を推進。物流事業
の労働生産性を２割程度向上させることを案に目標を検討。

社会のベース

未来型

産業別
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○深刻なドライバー不足が進行するトラック輸送について、特車許可基準を緩和し、
１台で大型トラック２台分の輸送が可能な「ダブル連結トラック」の導入を図り、
省人化を促進。

○また、物流拠点との接続強化や、輸送の機動性強化のための特車審査の迅速化な
ど、官民連携の下で、道路ネットワークを賢く使い、生産性向上に資する取組を
積極的に展開。

社会のベース

未来型

産業別



国土交通省生産性革命プロジェクト ～生産性革命元年～

- 20 -

○従来型の旅館の経営スタイル等を抜本的に改革し、宿泊業を観光立国の中核を担
う基幹産業とする。

社会のベース

未来型

産業別
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○ビッグデータを活用して、生活道路における速度超過箇所や急ブレーキ箇所等の
急所を事前に特定し、効果的な速度低減策を実施。

○併せて、運転者の運転特性を保険料に反映させる「テレマティクス保険」を普及・
促進。

社会のベース

未来型

産業別
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○IoTなどの未来型新技術を活用した市場の開拓を含め、海外の旺盛なインフラ需要
を積極的に取り込むことにより、我が国企業体質の強化、価格競争力・生産性の
強化を図り、強靱な国土交通産業の成長軌道を拓く成長循環型の「質の高いイン
フラ」の海外展開を強力に推進する。

社会のベース

未来型

産業別
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